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１．まえがき 

 
 公共発注機関では，CALS/EC の一環として電子納品

を推進 1）しており，建設情報の電子データの蓄積およ

び流通による再利用の環境を整備している．また，さ

まざまなシステムやデータベースが構築され，多種多

様で大量の建設情報が分散管理されている．こうした

情報化の推進により，電子化された建設情報が徐々に

蓄積されてきている． 
 電子化された建設情報が蓄積されてきている一方，

今後の方向性として，“分散管理された建設情報”を

計画・調査～維持管理という“ライフサイクルを通じ

て”いかに有効に活用するかに注目が集まってきてい

る．すなわち，建設情報の連携による業務の効率化の

実現が求められている． 
 “分散管理された建設情報の有効活用”を行うため

に，建設情報の多くは位置情報と関連づけることがで

きることから，位置情報を連携キーとするのが得策で

ある． 
 一方，公共事業の“ライフサイクルを通じたデータ

の利用”を図るうえで重要となる建設情報として図面

があげられる．各フェーズにおける図面の用途・要件

などの特性を踏まえたデータの交換・流通を図ること

で，業務の効率化に寄与する．具体的には，測量成果

である“拡張 DM データ形式の図面情報”，設計成果

である“CAD データ形式の図面情報”，維持管理で用

いる“GIS データ形式の図面情報”の３つを対象にし

たデータ交換・流通の環境の整備が必要となる． 
 こうした背景の下，本稿では，建設情報の連携によ

る業務の効率化の実現に向けた事例として，“分散管

理された建設情報の有効活用”および“ライフサイク

ルを通じたデータの利用”の取り組みを報告する． 
 ２章では，“分散管理された建設情報の有効活用”

として，建設情報と位置情報との関連づけ，標準イン

タフェースおよび建設情報連携ポータルの取り組みを

報告する． 
 ３章では，“ライフサイクルを通じたデータの利用”

として，測量と設計のフェーズ間のデータ交換に着眼

した「DM-CAD 連携」，工事と維持管理のフェーズ間

のデータ交換に着眼した「CAD-GIS 連携」に関する取

り組みを報告する． 
 
２．分散管理された建設情報の有効活用の取り組み 

 
（１）建設情報と位置情報との関連づけ 

 国土交通省では，2001 年度から業務・工事を対象に

電子納品を開始しており，電子化した建設情報（電子

成果品）の蓄積・再利用環境を整備している．電子成

果品は，管理ファイルと呼ばれるメタデータにより管

理されている．建設情報の多くは位置情報と関連づけ

ることができるため，各成果品と位置情報とを管理フ

ァイルにて関連づけることで，電子成果品の有効利用
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を図ることができる． 
 本取り組みでは，業務・工事が対象としている位置

情報と各成果品とを関連づけるためのメタデータを検

討し，その成果を電子納品要領 2)-4)に反映した．検討

成果による実現イメージは，図-1に示すとおりであり，

電子地図による成果品の検索も想定して定義している． 

業務：業務管理ファイル
（INDEX_D.XML）

（工事：工事管理ファイル
（INDEX_C.XML））

報告書管理ファイル
（REPORT.XML）

REPORT

DRAWING

報告書属性を定義

図面管理ファイル
（DRAWING.XML）

図面

図面属性を定義

報告書

業務・工事の対象領域を定義業務・工事の対象領域を定義
水系-路線情報（測地系， 対象

水系路線コード，対象水系路線
名，現道-旧道区分， 対象河川
コード， 左右岸上下線コード）

測点情報，距離標情報，境界座
標情報

基準点情報基準点情報を定義を定義
位置図、平面図、一般図には、基準点情報を
記入することを規定
基準点情報：緯度経度または平面直角座標

出典：http://maps.google.co.jp/

 

図-1 各成果品と位置情報との関連付けイメージ 
 
（２）標準インタフェースに関する検討 

 情報システムでは，外部とのデータ授受に必要なイ

ンタフェースを利用している．小規模なシステム間の

連携であれば，それぞれの情報システムが提供してい

るインタフェースを相互に組み込むことで実現する．

しかし，建設分野では，さまざまな情報システムが分

散管理されており，これらを個別に連携させるには多

大な費用と時間を要する． 
 本取り組みでは，情報システム間の連携の効率化を

図ることを目指し，図-2 に示すシステム連携の標準と

なるインタフェースを検討した．以降，本取り組みで

標準化したインタフェースを「標準インタフェース」

と称する． 

標準インタフェース
＝共通の仕様

既存インタフェース
＝それぞれ異なる仕様

連携するには，標準インタフェース
を実装すればよい

標準インタフェースがないと・・・ 標準インタフェースがあると・・・

連携するには，それぞれ異なるインタ
フェースを実装しなければならない  

図-2 標準インタフェースの効果 
 
 標準インタフェースの検討にあたり，河川や防災（減

災）の専門分野の先行的な取り組みを調査した 5)-8)．

これらの取り組みにおけるインタフェースは，相互に

連携して策定されていないため，記述内容に重複・類

似する箇所が見受けられた． 
 このため，本取り組みでは，これらの成果を包含し

つつ，建設分野で共通して利用可能な汎用的な部分に

着眼した標準インタフェースを検討した（図-3参照）．

具体的には，建設情報を取り扱う情報システム間の連

携に有効と考えられる標準インタフェースとして，次

の３種類を定義した． 
・地理情報インタフェース：地理情報の表示や属性表

示など，地理情報の制御機能を実現 
・メタデータ検索インタフェース：メタデータを利用

した情報検索やその結果表示の機能を実現 
・地名辞典インタフェース：地名検索の機能を実現 
 建設情報の検索には建設情報に付与されているメタ

データの仕組みを利用することが有効である．メタデ

ータ検索の利用イメージを図-4に示す．既存の取り組

みでは，メタデータ検索インタフェースは定義されて

いなかったため，本取り組みでは，OGC（Open GIS 
Consortium, Inc.）の標準仕様 9）を基にしてメタデータ

検索インタフェースを定義した． 

●○○○開発手法

●○拡張ルール

●○○運用ルール考
え
方
等

●○○○○技術仕様

●○地名辞典

◎ﾒﾀﾃﾞｰﾀ検索

●○○○地理情報I
/
F
仕
様

本研究etc…地理 8)PI 7)減災 6)河川 5)整理内容

●○○○開発手法

●○拡張ルール

●○○運用ルール考
え
方
等

●○○○○技術仕様

●○地名辞典

◎ﾒﾀﾃﾞｰﾀ検索

●○○○地理情報I
/
F
仕
様

本研究etc…地理 8)PI 7)減災 6)河川 5)整理内容

既存の標準インタフェースは、相互に連携して策定されて
はいないため、記述内容には重複・類似する箇所も存在

既存のインタフェースを包
括した汎用的な記述

「メタデータ検索」に関わる標準インタフェースについて，
他ドメインでの検討が未実施のため，ここを重点的に検討

【凡例】○：収録，●：分野共通部分を収録，◎：新規作成（収録）  
図-3 標準インタフェースの位置づけ 

クリアリングハウス

利用者

①登録

②検索

④実データファイル入手

ｲﾝﾀﾌｪｰｽ

検索結果
一覧

詳細情報
（ﾒﾀﾃﾞｰﾀ）

図面

報告書

A機関
電子納品成果

B機関
電子納品成果

C機関
電子納品成果

メタ
データ
メタ

データ

イ
ン
タ
フ
ェ
ー
ス

①登録

①登録

メタ
データ
メタ

データ

メタ
データ
メタ

データ
③

※①～④：実データファイル入手までの手順  

図-4 メタデータ検索インタフェースの利用イメージ 
 

（３）地名辞典 

 地名辞典とは，住所や地名などの“地理識別子”と

経緯度情報などの“座標”とを関連づけた語彙集であ

り，位置情報に関する辞典である．住所から緯度・経
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度への変換，郵便番号から住所への変換といった位置

情報の変換は，すでに GIS などで実現されている．し

かし，標準的なものは存在しないため，標準化された

地名辞典は重要な地理空間情報基盤と言える 10)．地名

辞典の整備により，人間が理解しやすい住所や施設の

名称を，コンピュータが読み込みやすい座標値に置き

換えることで，GIS はもとより，さまざまなアプリケ

ーションでの位置情報の利活用性が向上する．図-5 は，

地名辞典の利用例として，災害時における緊急時支援

施設の立地を被災箇所と照らし合わせて確認する場面

を示している．後述する建設情報連携ポータルの整備

では，地名辞典を核と位置づけて取り組むこととした． 
 

住所

（35.zzz , 140.aaa）柏市○○町1-1
（35.xxx , 139.yyy）柏市××町1-1

座標名称

（35.zzz , 140.aaa）柏市○○町1-1
（35.xxx , 139.yyy）柏市××町1-1

座標名称

距離標

（35.xxx , 139.aaa）31.0kp
（35.yyy , 139.bbb）

座標

32.0kp

名称

（35.xxx , 139.aaa）31.0kp
（35.yyy , 139.bbb）

座標

32.0kp

名称

地名辞典地名辞典

4
3
2
1

31.1kp・・・

32.3kp国道×号線△△市□□地先

・・・国道○号線△△市××地先

31.5kp国道○号線△△市××地先

位置被災箇所

4
3
2
1

31.1kp・・・

32.3kp国道×号線△△市□□地先

・・・国道○号線△△市××地先

31.5kp国道○号線△△市××地先

位置被災箇所

●災害時に連絡のあった「被災箇所一覧表」

D
C
B
A

・・・

柏市○△町1-11
柏市××町3-5
柏市○○町1-1

住所

□□大学

△△市民病院

××公園

○○大学病院

施設名

D
C
B
A

・・・

柏市○△町1-11
柏市××町3-5
柏市○○町1-1

住所

□□大学

△△市民病院

××公園

○○大学病院

施設名

■日常、台帳として管理している「緊急時支援施設一覧表」

地名辞典を使って、
帳票に記載の情報を
地図上にマッピング

地図上に展開する
ことで、災害時に即
時に利用が可能。

1
2

3 4 5

6

1

2

3 4

5

6

A

B

C

D

E F

FE

DC

B
A

被災箇所図 緊急時支援施設図被災箇所ー緊急時支援施設重ね合わせ図

 
図-5 地名辞典の利用例 

 
（４）建設情報連携ポータル 

 本取り組みでは，（１）～（３）節における成果を

基にして，分散管理された建設情報の連携環境を検討

した． 
 一般的に建設情報は位置と関連するものが多い．ま

た，計画・調査～維持管理という長期にわたり管理さ

れる必要があり，その位置の呼び方が時間とともに変

更される可能性がある（例えば市町村合併による住所

の変更など）．このため，索引の一部に位置参照情報

を持つことによって，異なるシステム間でも，場所を

同じくする複数の情報を一括検索することが可能にな

る．そこで，（１）の成果を基にした文書管理サービ

ス（位置情報と関連づけた電子成果品），（２）の成

果を基にした標準インタフェースおよび検索サービス

を活用する．また，（３）における地名辞典を活用し，

地理識別子による位置参照情報を利用するサービスや

GIS などの地図サービスと連携させることで，さまざ

まな段階（計画・調査～維持管理）において建設情報

が流通できるような仕組みが実現できると考えた．具

体的には，図-6に示す建設情報の検索・取得のための

建設情報連携ポータルのプロトタイプを開発し，有効

性を検証した．  

 図-7 は，建設情報連携ポータルによる情報連携イメ

ージを示している．図中のシナリオに沿った検証によ

り，データ検索～取得までの手順が効率化し，ワンス

トップサイトとして有効利用できることが確認できた． 

地図
サービス(GIS)

標準インタフェース

地図DB

検索
サービス

標準インタフェース

メタデータDB

位置参照
サービス

標準インタフェース

地名辞典DB

文書管理
サービス

標準インタフェース

実データDB

【建設情報連携ポータル】

標準I/Fを利用して複数のサービスを組み合わせ，利用者の
目的を達成するワンストップサービスを実現・利用者に提供する

・場所の表示
・座標取得

・所在情報検索
・メタデータ表示

・場所の特定
・座標の特定

・実データ検索
・実データ取得

種々のデータの「位置情報」をキーとし、標準インタフェースを介して各サービス
を連携させることで、 検索⇒表示⇒取得 という一連のサービスを実現

実利用を考慮し、４つのサービスを
連携して、１つのサービスとして提供

※文書管理サービスに関して，今回開発したプロトタイプでは，電子成果品
を格納している電子納品・保管管理システムを対象とした．  

図-6 建設情報連携ポータルの概要 
 

検索サービス

地図サービス

標準インタフェースによる効率
的な建設情報の検索，取得
を実証

標準インタフェースによる効率
的な建設情報の検索，取得
を実証

＜シナリオ＞
“国道6号 北柏高架橋付近で道路の
舗装に大きなひび割れができている”と
の通報を受けた場合の利用

文書管理サービス

標準インタフェース
による連携

位置参照サービス

情報取得

以下の作業がワンストップで可能に！
・“北柏高架橋”で地名辞典を検索

（場所の特定）

・該当する検索結果をGIS上で表示
（周辺状況の確認）

・補修に必要となる資料を検索
・必要な資料を取得

 
図-7 建設情報連携ポータルによる情報連携イメージ 

 
（５）標準類の作成 

 分散管理された建設情報の有効活用の促進方策を目

的として，次の２つのガイドラインを作成した．今後，

これらガイドラインは公開する予定である． 
ａ）地名辞典の整備・運用ガイドライン（案）10) 
 地名辞典の整備・運用の考え方，データ構造，運用ル

ールを規定した本編と，実際に建設分野で整備を進める

際に参考にする附属書の２部構成からなる． 
ｂ）建設情報連携ポータル標準インタフェースガイド

ライン（案） 
 標準インタフェースの考え方，関数仕様，実装仕様

および運用ルールを既定した本編と，実際の適用事例

を紹介した附属書の２部構成からなる． 
 
３．ライフサイクルを通じたデータの利用の取り組み 

 
 本取り組みでは，図-8 に示すライフサイクルを通じ

たデータの利用環境の実現に向けて，測量と設計のフ
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ェーズ間のデータ交換に着眼した「DM-CAD 連携」，

工事と維持管理のフェーズ間のデータ交換に着眼した

「CAD-GIS 連携」を検討した． 
（１）DM-CAD 連携 

 DM-CAD 連携に関しては，拡張ディジタルマッピン

グ実装規約（案）11)に準拠した拡張 DM データを CAD
データ交換標準の SXF データに変換するための技術

的な変換仕様として，拡張 DM-SXF 変換仕様（案）12)

を作成した． 
（２）CAD-GIS 連携 

 CAD-GIS 連携に関しては，GIS データ仕様が利用目

的により多岐に渡るため，前述の拡張 DM-SXF 変換仕

様のような技術的な変換仕様としての整理が困難であ

る．そこで，本取り組みでは，CAD-GIS 間のデータ交

換を進める際に作成すべき標準類とその作成手順を収

録した，「CAD-GIS 連携の手引き書（案）」を作成し

た（図-9 参照）．同手引き書は，先進的に取り組んで

いる道路工事完成図等作成要領を参考 13)にしており，

主に維持管理に CAD データを有効活用したいと考え

ている発注者を利用対象としている． 

工事

 
図-8 建設情報のライフサイクル 

 

・完成平面図データ（ ） CADデータ の作成

・基盤地図データ（GIS ）データ への変換

・地物項目、図形要素の規定

・レイヤ分類方法の規定

・属性の規定

完成図の作成要領

データ交換仕様

GISデータの製品仕様書 デ
ー
タ
変
換
ツ

ー
ル

 
図-9 CAD-GIS 連携の手順 

 
４．あとがき 

 本稿では，建設情報の連携による業務の効率化の実

現に向けた事例として，“分散管理された建設情報の

有効活用”および“ライフサイクルを通じたデータの

利用”の取り組みを報告した．“分散管理された建設

情報の有効活用”として，建設情報と位置情報との関

連づけ，標準インタフェース，地名辞典および建設情

報連携ポータルの取り組みを報告した．“ライフサイ

クルを通じたデータの利用”として，測量と設計のフ

ェーズ間のデータ交換に着眼した「DM-CAD 連携」，

工事と維持管理のフェーズ間のデータ交換に着眼した

「CAD-GIS 連携」に関する取り組みを報告した． 
 建設情報の連携を促進するため，取り組みで得た知

見に基づいて，次の資料を作成した． 
・地名辞典の整備・運用ガイドライン(案) 
・建設情報連携ポータル標準インタフェースガイドラ

イン(案) 

・拡張 DM-SXF 変換仕様(案) 

・CAD-GIS 連携の手引き書(案) 

 技術仕様やガイドラインは，広く普及して初めて効

果が得られることから，これら４つの標準類の普及促

進を図ることが今後の重要課題である． 
 
謝辞：本取り組みの遂行にあたり，建設情報標準化委

員会 電子地図/建設情報連携小委員会の委員各位には，
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